
豊かな発想で楽しく魅力的な学園を！ 

 

 1 

本号の内容 

◆団交報告 

◆学校教育法改正に関する研究会報告 
◆私大教連より～小豆島のみかん＆うどんのご案内～ 

 

◆団交報告 
12 月 1 日(月)午後 6 時 30 分から学園と連合執行部の団体交渉が行われました。学園側の出席者は事務局

長、学務局長、財務部長、総務部長、東松山事務部長、人事課長、人事専門課長、一高事務長の８名、組合

側は委員長をはじめとする 7 名が出席しました。 

今回の交渉案件は以下の通りです。 

1. 特任教員就業規則について 

2.  春闘再要求案件 

約２時間 30 分にわたる交渉の後、午後９時に終了となりました。特任教員就業規則については 1 号特任教

員と 3 号特任教員に関する改正労基法に基づく対応について、担当コマ数など、特任教員の業務負担は現状

維持し、年収増で待遇の平準化をはかり、特任の制度を利用しやすいものにしたいという連合の考え方と、

年収を増やさず負担軽減で対応して財政負担増を回避したい学園側の考えが対立、妥協点は見出せず、次年

度の経過措置について確認するにとどまりました。責任コマや校務を軽減することで特任教員の年収面の不

利益は解消されるかもしれませんが、それ（負担減）によって 1 号特任の契約更新や 65 歳定年の専任教員の

3 号特任への移行に支障が出るようでは、今回の措置によって特任教員（1 号及び 3 号）に新たに不利な状況

が生じかねません。特任教員の待遇については今後も何らかの提案を学園側に投げかけて行く必要がありそ

うです。 

春闘再要求に関しては、早急な対応を必要とする事項についての再要求、回答書内容で「検討している」

とされる各案件について、現状の確認をしました。 

今回の団体交渉で妥結に至る具体的な回答はありませんでしたが、第一高等学校のクラブ指導手当に関し

クラブ指導の実態に関するデータを第一高等学校組合から出してほしい、第一高等学校校舎改修については

管理部と高校側で話し合ってゆく、など現状改善の契機になりそうな発言も学園側から引き出すことができ

ました。さらに防災対策や喫煙対策についても現状の改善が必要であるという現状認識に関しては連合・学

園双方で共有できる部分もあり、「どこから」「どのように改善するか」等について実務的な協議を重ねるこ

とができれば改善の見通しも立たないわけではなさそうです。ただ、実務的な協議を重ねるには多大な時間

とエネルギーが必要で、スタッフの人数が少なく、組合活動以外に多くの公務を抱えている現在の執行部体

制では困難が大きすぎると言わざるを得ません。 

ともあれ、連合は今回の交渉結果を踏まえ、次年度春闘に向けて、前進を得る、より絞り込んだ具体的な

要求を行う方針を確認しました。 

以下、今回の団体交渉の要求内容、施設・設備等についての組合の指摘・改善提案、再要求を掲載いたし

ます。皆様のご意見もぜひお寄せ下さい。 

  

特任教員就業規則について 

1号特任教員について 

特別な場合を除いて原則として 4 コマを限度とする。ただし、出張手当や引率手当て、増コマ手当て等に

関しては専任教員より多く出すことが必要である。2015 年度については、特別に 2 コマの増コマを認めるこ

と、増コマ手当ては非常勤講師給に準ずること。 
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3号特任教員について 

 3 号特任教員に対しては、教授、准教授、講師の年俸をそれぞれ、1000 万円、813 万円、625 万円とする

こと。特別な場合を除いて原則として６コマを限度とし、勤務として新たに入試業務を加えること。 

 

教員・研究・労働条件の改善 

育児休業制度の拡充 

育児休業を従来の 1 年 6 か月から 3 年までに改めること。 

育児休業制度の拡充は国の政策とも合致し、学園の財政負担もないので実行すべきである。 

大学教員職員の 65歳定年制度について 

  70 歳定年制に戻すこと。これは組合の最重要要求であり再度要求する。 

高校教員   

クラブ指導手当を 1 回あたり 500 円支給すること。 

クラブ活動は、高校生活の魅力を演出するものであり、その指導は重要である。指導者の不公平感を少しで

も是正するには手当の支給しか方法がないと考える。 

昨年度の回答にあった「調査」は行われたのか。行われたとすれば、その結果をどのように評価している

のか。また、配置状況だけでなく、負担の実態についても調査されたい。東京都でも支給されており、常識

的な要求ではないのか。いずれにせよ、実態の把握と事態の打開のために、高校組合と担当常務の協議を求

める。 

 

事務職員 

 事務職員の特別契約職員制度を廃止し 65 歳定年制を導入すること。高齢者雇用安定法の趣旨からも定年延

長が望ましいと考える。 

 

嘱託・臨時職員・アルバイト職員 

嘱託・臨時職員については、就業規則にあるように部署の必要に応じて年限にかかわらず再任を認めるよ 

うにすること。就業規則にあるように再任を認めるべきである。 

 

学生・生徒に対する財政的支援、および勉学条件の改善 

オリエンテーション行事に対する補助として学生 1 人あたり 2000 円を支給すること。 

オリエンテーション行事の必要性ははっきりしている以上、補助金を出して、全学部がとりおこなうように

勧めるべき。 

                 

施設・設備の改善 

 

 

 

写真 1：キャンパスマップには本当に必要とされる情報が記載されていない。地図は「知らない人」「初めて

写真 1 東松山キャンパスマップ（生協食堂脇） 写真 2 構内の様子（7 号館 2 階中央） 
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の人」に対して提示されているはずである（したがって、地図が置かれている場所ごとに必要な情報も違う）。

ここで必要なのは、たとえば、車椅子での経路であり、災害避難所であり、相談室などである。 

 

写真 2：今居る場所をくたびれた紙に書いてテープで貼りつけてあるのは荒んでみえる。そもそもこうした

措置が必要だとしたらキャンパス内の場所案内が不適切であるということである（地図に対面したとき地形

対応がとれていない場合もある）。AED設置場所、避難方向、車椅子での移動方法などの適切な情報を分かり

やすく、かつ美しく表示されるべきだ。 

写真 3 東大病院外来棟 
巨大病院はさまざまな事情を抱えた多数の人が集まる。案内表示はよく研究されて

おり、参考にすべきことが多い。 
 
まず、以下の諸点を確認しておきたい。 

 

●学園に集う教職員・学生および来訪者は多用であり、誰にとっても安全で使いや 

すいユニバーサルな施設・設備環境を整えることが社会から望まれている。 

●教職員はキャンパス内の学生の健康と生命を預かっているという認識にたって 

施設設備の改善が計られるべきである。 

●希にしか起こらないとしても、火事や地震などキャンパス内で発生し得る混乱に 

 対応するための事前準備と行動訓練は父兄への安否提供を含めて必要である。 

●特に、東松山キャンパスでは事実上の交通アクセスは東上線だけであるという 

ことに配慮し、事故や自然災害によって交通が遮断された場合の教職員と学生の 

滞留対策は欠かせない（滞留時間や想定する季節によって対策は大きく異なる）。 

 

以下は毎回要求してきた改善提案である。バスの増便については一部改善されたが、他のほとんどは「検討

する」との回答が続いている。本当に検討しているのか疑わしいと言わざるを得ない。毎年繰り返して行う

べき事故や災害時など緊急事態における学生誘導避難訓練（教室から安全地帯への避難指示と誘導方法）の

実施は年度内にも行うべきこととして改めて強く要求したい。設備改修を伴う提案については、優先順位を

つけどのように対応するかの具体案とその進捗状況について適宜情報提供および学内周知を行うように要請

する。 

 

防災･減災性能が高いキャンパスの構築 

＜大学・高校共通＞ 

１ 各キャンパスで防災避難訓練を実施すること。板橋キャンパスでは大学・高校共催で訓練を進めること

（必ず学生誘導を避難訓練に含め、その旨を教職員に事前に衆知して実際的行動訓練とする）。 

外部専門家のアドバイスを導入し、危機管理体制構築の一環としてハザードマップや防災マニュアル、

防災･減災体制の確立を進めること。 

  構内の自動販売機を防災対応とすること。 

２ 環境配慮型キャンパスの構築 

(1)喫煙場所を撤廃し、禁煙健康およびゴミ環境教育を全学的に実施する。学外での喫煙を防止するためと

いう言い訳しない（教職員も学園では喫煙しない）。 

(2) 東松山キャンパスにおいて、家屋屋上にソーラーパネルの設置を進め、災害時の補助電源とて利用可

写真 4 東大構内 
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能にすること。 

３ 090、080、050、0120 への発信を、事務室以外、大学の研究室や高校の電話機においても可能にし、迅

速な学生把握を可能とする。 

 

＜大学＞ 

１ 両キャンパス、特に東松山キャンパスではすみやかに、各教室から警備室、教務事務室または学部事務

室への緊急連絡可能な電話を設置すること。救急セットや担架や車椅子も要所に設置する。現在では、

不慮の事故発生にまったく無力で大変危険な状態にある。 

２ 東松山キャンパス再開発の完成図を公表し、予想される問題点を洗い出せるようにする。 

３ 東松山キャンパスでは車椅子の利用は大変危険である。介護支援者なくてはキャンパス全域を移動でき

ない。こうした事態を学園はどう考えているのか表明して貰いたい。 

 

＜高校＞ 高校校舎の劣化に伴い、大規模修繕及び備品の更新を行うこと。 
高校校舎の風化・老朽化が著しい（耐震基準をクリアしるとしても）。大規模修繕とその期間の措置及び備

品更新の年次計画を明らかにすること。 

女子トイレなどの改修が行われたことは評価するが、破損や汚れは手をつけられていないところも残って

いる。特に汚れが著しく美観を損ねている箇所や、破損、劣化が進んでいる箇所を調査し、逐次ではなく一

括して対応されたい。この件についても、高校組合と担当常務の協議を求める。 

 

情報公開・その他 

１ 危機管理・緊急対応に向けての具体的行動計画が練られておらず、混乱は必至である（事故発生の通報

手段、避難地が指定されていても、どのようにして学生・教職員を誘導し、その後どうするのか、安否

確認はどのように行うのか、滞留する場合にはどうするのか、保護者連絡はどうなるのか、などなど）。

災害用伝言ダイヤル（171）利用の定期的訓練など、すべきことは多い。また、それぞれの部署・組織に

おける緊急連絡網を作成し、配布・携帯させる指示も必要である。 

 

２ 大学の学部・学科、大学院や学園の各附設校の改廃・新設に当たっては、全学園に向けて情報公開して

年次計画を明らかにすること。 

 

以上 

 

◆学校教育法改正に関する研究会報告 
 10月 27日（月）板橋校舎 2号館２１１会議室にて 18時 40分～20時 30分まで、学校教育法改正に関す

る組合主催の研究会が開催されました。 

日本私大教連書記長・東京私大教連副委員長の田中 直氏による、学校教育法の改正内容と組合の取 

り組みについて、わかりやすい説明と質疑応答がなされ、法改正を口実にした理事会の権限強化や教授会の

権限縮小をきたさないように留意すべきこと、必要なのは学則や大学の運営体制の「見直し」であって「改

悪」ではないことが確認されました。 

 研究会に参加した本学教員の投稿と、研究会資料を掲載します。 

 

大東文化大学教職員組合学習会「学校教育法改正問題」（10月 27日）に参加して  ■■本学教員投稿■■ 

 

（１）学習会では、田中直氏（日本私大教連書記長）は同私大教連作成資料①「改正学校教育をに関する『施

行通知』と『内部規則チェックリスト』の問題点と活用すべき点」（2014 年 10 月 20 日）と②「学校教育法

改正にもとづく内部規則の『総点検・見直し』に対する組合の取り組みについて」（2014 年 10 月 20 日）を

解説しながら、結論的には次の点を指摘しました（資料①参照）。 

 ・「学内規程から『議決』『決定』等の文言を削除する必要はない」 

・「教授会の審議事項を縮減する必要はない」 

・「学生の身分等に関する事項を教授会の審議事項から除外する必要はない」 

・「学則等の改正手続から『教授会の審議』を外す必要もない」 
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（２）上記資料①・②では、学校教育法改正に関する文科省の説明内容が丁寧に検討されています。本稿で

も、以下の説明会資料等から要点箇所を紹介します。          

文科省が実施した「学校教育法及び国立大学法人法等の改正に関する実務説明会第一部」（2014 年 9 月 2 日）

では、同省大学振興課長は次のように説明しています。 

 ・「教授会は審議機関であり決定機関ではございません」 

  ・「（学校教育法第 93 条 2 項三号に定める『教育研究に関する重要な事項』については）学長が各大学の事

情を踏まえてご判断をいただきたい」 

  ・「（学長の決定権について）教授会の判断に拘束されてしまって、学長がそれと異なる判断するような余

地がないようなガバナンスの在り方は法律の趣旨に反します」 

  ・「（学則の規定上の文言について）規定上の個別の文言だけでは判断し切れない部分がございますので、

内規相互の整合性、上下関係・優先関係というものについて体系化をしていただいた上で、最終的には

学長の決定権ということに帰着する…それが内部規則全体の中できちんと担保されていることを御確認

いただきたい」 

また、文科省高等教育局大学振興課・国立大学法人支援課「内部規則等の総点検・見直しの実施について」

（2014 年 8 月 29 日、事務連絡）では、以下のように述べられています。 

★「（学校教育法第 92 条第 3 項『学長は、校務をつかさどり、所属職員を統督する』という内部規則があれ

ば、学長の決定権は担保されていると考えてよいのか、の問いに対し）一つの考え方である。ただし、大学

運営に責任を負うことになる学長が、最終的な決定権を行使できる運営になっていることが重要である」  

                                                                    

（３）以上を踏まえて、基本的な論点につき意見を 3 点述べます。             

第 1 に、学校教育法改正は学長の最高意思決定権を前提にした大学ガバナンスのしくみの確立を目的にし

ています。この点について、本学学則では上記★に類する規定はありませんので、学長の権限を明確にする

上でこの種の規定を新設することも一案と思われます。 

  

第 2 に、学長の権限と教授会の権限との関係については、現行学則で「議決事項」について定める第 11 条

の 8「教授会においては、次に掲げる事項を議決する」は、必ずしも学長の権限を拘束する議決決定を意味

してはいません。すなわち、各教授会の議決決定それ自体が学長の権限を拘束する最終的決定としてみなさ

れ運用されているわけではありません。したがって、仮に前述した学長の包括的な責任者としての「総督」

権限を前提にするとしても、学則 11 条の 8 に定める教授会の議決機関性を後退させる等の謙抑的な変更を行

う必要はないでしょう。もしそのような変更を選択するのであれば、その前提として本学が長年培い依拠し

てきた議決機関としての「慣習法」を大学人として検証・総括することが求められます。 

   

第 3 に、その一方で、上記★にある「…学長が、最終的な決定権を行使できる運営」体制をどう構築する

かは、教授会自治の縦割り的な弊害を改めていく意味でも重要な改革課題です。しかし、学則上学長に強大

な権限を付与する形式を整えるとしてもそのことをもって問題の実質的解決には直ちにはつながりません。

何よりも、権限を擁するであろう学長の政策・意思の優越性あるいは合意形成力量こそ期待されています。

換言すれば、学則上そのような権限の定めが存在しなくても、全学的に支持を得られるような政策・意思が

提示されるのであれば学長としてのリーダーシップは自ずと発揮されるはずです。 

   

いずれにしても、大学のあり方が教育研究の自治から学長経営ガバナンスへと「本質変更」を強いられ大

学の存在意義が問われている「危機」にある今、本学における民主的な自治を形成する制度的あり方につい

て主体的かつ創造的な議論が教授会さらには『桐』紙上でも交わされることを望みます。   （本学教員） 

                                                                       

 
 

 

 

資料①「改正学校教育をに関する『施行通知』と『内部規則チェックリスト』の問題点と 

活用すべき点」（2014年10月20日）  次ページ以降掲載（６～13ページ）
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研究会資料②「学校教育法改正にもとづく内部規則の『総点検・見

直し』に対する組合の取り組みについて」（2014年10月20日） 

その他資料は組合事務室にございます。ご希望の方はお気軽にお問

い合わせください。                 （書記局） 
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◆私大教連より～小豆島のみかん＆うどんのご案内～ 

■■■大学組合員のみなさまへ■■■ 

2014冬 私大の権利闘争支援セール 小豆島のみかん＆うどん 
争議・権利闘争をたたかう組合をご支援ください 

 ご好評をいただいております小豆島のみかん＆うどんのご案内です。このセールの環元金は、さまざまな

権利闘争を闘っている組合への支援となります。お歳暮に、ご贈答に、ぜひご利用ください。（詳しく同封の

チラシをご覧ください。） 

- 

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
本紙は大学組合 web サイト http://www.boreas.dti.ne.jp/daito₋un/ にも掲載しています。併せてご利用いただければ幸いです。

本紙へのご投稿、ご意見、ご質問は daito₋un@boreas.dti.ne.jp にお寄せください。 


